
新型コロナウイルス感染症

令和２年５月【第２報】

支援制度のお知らせ支援制度のお支援制度のお知らせ知らせ支援制度のお知らせ

この「支援制度のお知らせ【第２報】」は、新型コロナウイルス感染症
の影響に伴う緊急経済対策として４月１日に発行した「支援制度のお知ら
せ」に加えて、新たにお知らせする支援制度等をまとめたものです。
詳しくは、各支援制度担当課にお問い合わせください。
なお、今後も感染症の影響を注視しながら、新たな支援制度等について

も検討を行って参ります。支援制度等の詳細が決まり次第、順次お知らせ
いたします。
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１．経済・生活面の支援
（1）給付金・協力金

□特別定額給付金とは
下記の「対象となる方」に、１人につき10万

円を給付するものです。

□対象となる方は
基準日（令和２年４月27日）において、住民
基本台帳に記録されている方

□受給権者は
住民基本台帳に記録されている方の属する世
帯の世帯主

□申請方法と給付日は
◇郵送申請
申請書は令和２年５月18日から郵送を開始し
ます。令和２年５月28日から随時給付します。
◇オンライン申請
令和２年５月１日から利用できます。令和２
年５月20日から給付を予定しています。

※マイナンバーカードをお持ちの世帯主の方の申請となります。

□申請期間は
令和２年８月20日まで

※給付金は非課税のため申告の必要はありません。

特別定額給付金が給付されます 市民生活部市民課特別定額給付金推進班
☎24-8366（専用ダイヤル）

□子育て世帯への臨時特別給付金とは
下記の「対象となる方」に、対象児童（※）１人

につき１万円を給付するものです。

□対象となる方は
令和２年４月分（年齢到達等により３月分の
給付を受けた方を含む）の児童手当の給付を受
けた受給者
※平成16年４月２日から令和２年３月31日までに生まれた子
ども

□申請方法と給付日は
申請は不要。６月10日に児童手当登録口座へ
振り込みを予定しています。
なお、公務員は令和２年６月１日から令和２
年９月末日（予定）まで申請が必要。７月以降
に随時給付します。

※給付金は非課税のため申告の必要はありません。

子育て世帯への臨時特別給付金が
給付されます

市民生活部子育て支援課
☎22-2360

□拡大防止協力金とは
下記の「対象となる方」に、１事業者につき
30万円を支給するものです。

□対象となる方は
県からの休業等の要請や協力依頼に応じて、
令和２年４月25日から５月６日までの間、店舗
等の休業による使用停止や営業時間の短縮に全
面的に協力をいただいた事業者（大企業を除く）

□申請期間は
令和２年５月13日から８月31日まで

□申請方法と支給日は
原則、「郵送申請」または、「オンライン申請」
令和２年５月20日から支給を予定しています。
※申請書は栗原市Ｗｅｂサイト、市産業戦略課、各総合支所ま
たは各商工会窓口で配布

□申請に必要なもの
◇申請書兼請求書
◇営業実態が確認できる書類（確定申告書、帳
簿、営業許可書等）の写し　
◇協力要請期間における休業が確認できる書類
（帳簿、休業期間又は営業時間短縮を告知す
るチラシ・ポスター等）の写し
◇誓約書
◇本人確認書類
◇振込先口座と口座名義がわかる通帳等の写し
◇提出書類チェックリスト

□課税上の取扱い　課税
◇個人事業主　「雑収入」として事業所得の収
入に含まれます。そのため、令和２年分の確
定申告に含めて申告する必要があります。
◇法　　　人　「営業外収益」または「特別利
益」に含まれます。

県からの休業等の要請や協力依頼に
応じて協力金が支給されます

商工観光部産業戦略課
☎22-1220
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（2）税金や保険料等の猶予

□市県民税、固定資産税、国民健康保険税
の徴収猶予とは
下記の「対象となる方」の市税の徴収を一定
期間猶予するものです。

□対象となる方は
新型コロナウイルスによる影響を受け、収入
が減少したことにより、定められた期限内に市
税を納付することができないことが申請により
認められた方

□申請期間は
令和３年１月31日まで

□猶予される期間は
申請された日から原則１年以内

□申請に必要なもの
申請書、印鑑、減収を証明する書類
収入が著しく減少したこと、若しくは減少する
ことが見込まれることが分かる資料（帳簿など）

市県民税、固定資産税、国民健康
保険税を徴収猶予します

総務部税務課  ☎22-1121
各総合支所市民サービス課

□水道料金・下水道等使用料の支払猶予とは
下記の「対象となる方」の４月～６月請求分
の使用料の支払いを猶予するものです。

□対象となる方は
新型コロナウイルスによる影響を受け、生活
福祉資金貸付制度における緊急小口資金・総合
支援金の特例貸付を受けた方

□申請期間は
各月納入期限日まで

□猶予される期間は
各月納入期限翌月の月末まで

□申請に必要なもの
申請書、印鑑、貸付決定等がわかる資料

水道料金・下水道等使用料を
支払猶予します

上下水道部経営課  ☎42-1130
各総合支所市民サービス課

□下水道受益者分担金の徴収猶予とは
下記の「対象となる方」の６月請求の下水道
受益者分担金を猶予するものです。（ただし、分
割納付者に限る。）

□対象となる方は
新型コロナウイルスによる影響を受け、生活
福祉資金貸付制度における緊急小口資金・総合
支援金の特例貸付を受けた方

□申請期間は
令和２年６月30日まで

□猶予される期間は
令和２年７月末まで

□申請に必要なもの
申請書、印鑑、貸付決定等がわかる資料

下水道受益者分担金を
徴収猶予します

上下水道部経営課  ☎42-1130
各総合支所市民サービス課

□介護保険料の徴収猶予とは
下記の「対象となる方」の保険料徴収を一定
期間猶予するものです。

□対象となる方は
新型コロナウイルスによる影響を受け、収入
が減少したことにより、定められた期限内に保
険料を納付することができないことが申請によ
り認められた第１号（65歳以上）被保険者

□申請期間は
令和３年３月１日まで

□猶予される期間は
納期の到来する保険料の全額を対象として６
か月以内で徴収を猶予

□申請に必要なもの
申請書、印鑑、減収を証明する書類
収入が著しく減少したこと、若しくは減少する
ことが見込まれることが分かる資料（帳簿など）

介護保険料を徴収猶予します 市民生活部介護福祉課  ☎22-1350
各総合支所市民サービス課



支援制度に関する情報は、こちらでもご覧になれます。
■栗原市ホームページ　　URL　https://www.kuriharacity.jp/

２．国等において実施する支援

□奨学資金償還金の償還猶予とは
下記の「対象となる方」の奨学資金の償還を
一定期間猶予するものです。

□対象となる方は
新型コロナウイルスによる影響を受け、収入
が減少したことにより、奨学資金を償還するこ
とができないことが申請により認められた方

□申請期間は
令和３年３月31日まで

□猶予される期間は
各月納入期限から１年以内

□申請に必要なもの
申請書、印鑑、減収を証明する書類
収入が著しく減少したこと、若しくは減少する
ことが見込まれることが分かる資料（帳簿など）

奨学資金償還金の償還期間を
猶予します

教育部教育総務課
☎42-3511
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テキスト ボックス
0228-22-1125

01637
テキスト ボックス
0228-22-0313

01637
テキスト ボックス
※電話話番号及びFAX番号が下記のとおり変わっておりますので、ご注意ください。


